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選挙区の改定（第３条）
●衆議院議員選挙区画定審議会は、衆議院小選挙区
選出議員の選挙区の改定を調査審議し、必要と認め
られるときは内閣総理大臣に改定案を勧告すること
とされています。改定案の作成に当たって、各選挙区
の人口は「官報で公示された最近の国勢調査又はこ
れに準ずる全国的な人口調査の結果による人口」を
用いることが定められています。

衆議院議員選挙区画定審議会設置法1

地方交付税交付額の算定（第12条）
●地方交付税（普通交付税）の交付額を決める基となる地
方行政に必要な各種経費の算定において、国勢調査の
調査結果である「人口」、「都市計画区域における人口」、
「市部人口」、「町村部人口」、「六十五歳以上人口」、「七
十五歳以上人口」、「林業及び水産業の従業者数」、「世
帯数」を用いることが定められています。

地方交付税法3

※上記以外にも地方税法、公職選挙法、都市計画法施行令、農村地域工業等導入促進法施行令、災害対策基本法施行令、交通安全対策特別交付
金等に関する政令、低開発地域工業開発促進法施行令、特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律施行
令、地方揮発油譲与税法施行規則など、多くの法令で国勢調査の結果を用いることが定められています。

過疎地域の認定（第２条）
●過疎地域自立促進特別措置法による「過疎地域」と
して認定されるための要件は、国勢調査の結果を基
にした市町村の35年間の人口減少率が一定の基準
を超えた場合等と定められています。

過疎地域自立促進特別措置法4

政党交付金の算定（第７条）
●政党へ交付する政党交付金の総額を求めるために
「基準日における人口（基準日の直近において官報
で公示された国勢調査の結果による確定数をい
う。）」を用いることが定められています。

政党助成法5
地方自治法で用いる人口（第254条）
●地方自治法で用いる「人口」は「官報で公示された最
近の国勢調査又はこれに準ずる全国的な人口調査
の結果による人口」と定められています。

「人口」を要件として定めている主なもの
●市となるための要件（第８条）
●指定都市、中核市となるための要件（第252条の
19、第252条の22）等

地方自治法2

2 国勢調査 3国勢調査

周期

5年

1 各種法令に基づく利用

子ども・子育てビジョンの策定
●人口減少社会の現状を把握するために年齢階級別人口が利用されています。

年金・医療費
●今後の年金や医療費の負担と給付について審議する場で国勢調査の
結果や国勢調査の結果を基に推計した将来推計人口が基礎資料とし
て利用されています。

生き方・ライフスタイルの変化による社会福祉制度等への
影響の検討
●年齢階級別の未婚率が利用されています。

高齢者福祉問題
●高齢者福祉を検討する際に一人暮らしの高齢者の数が基礎資料とし
て利用されています。

子育て環境の充実
●保育所等の子育て関連施設の充実度を測る指標に就学前の人口（０
～５歳人口＋６歳人口の半分）が利用されています。

少子・高齢化関連1

防災計画の策定
●人口、人口密度、人口分布（都市部では昼間人口）等が基礎資料として利
用されています。

災害復興計画の策定
●東日本大震災の復興計画の立案等に資するための基礎資料として利
用されています。

被害予測
●町丁・字等データを利用した被災地の避難人口の推計に利用されてい
ます。
●火山の噴火を想定した防災マップの作成の基礎資料として利用され
ています。
●洪水の被害予測の基礎資料として利用されています。

被害予測システムの開発
●建物被害、人的被害、火災に関する被害を推定対象とする「簡易型地
震被害想定システム」（消防庁）において、人口総数、世帯総数、住宅
の建て方別住宅に住む一般世帯のデータが利用されています。

防災関連2

国土開発
●長期的な国土づくりの指針を示す「国土形成計画」の策定や国土計画の在り
方・課題を検討する国土審議会における基礎資料として利用されています。
●国土利用計画法に基づく全国、都道府県、市町村計画を策定するた
めの基礎資料として人口や小地域集計の結果が利用されています。

行政上の計画の策定3

※このほかにも労働政策、産業政策、住宅政策、環境整備など、国勢調査の結果は多方
面で利用されています。

2 行政上の施策への利用

　国勢調査の調査結果による世帯数や産業別雇用者数が国内総生産
（ＧＤＰ）等を計算する国民経済計算の推計に用いられています。具体的
には、国民経済計算の中の経済活動別就業者数及び雇用者数は、国勢
調査の結果による産業別、従業上の地位別就業者数・雇用者数を基に推
計されています。また、産業連関表の付帯表として作成され、雇用創出
への波及効果シミュレーション等に利用されている雇用マトリックス（生
産活動部門別職業別雇用者数表）は、国勢調査結果の産業・職業別雇用
者数を基に計算されています。

3 国民経済計算の推計への利用

　各府省庁において行政課題とその対策を取りまとめた白書等による、
現状の把握は欠かせませんが、現状を把握する上で国勢調査の結果に
よる「人口」に関するデータは高い頻度で利用されています。例えば、平
成26年度「経済財政白書」、平成26年版「労働経済白書」などで国勢

調査の結果が利用されて
おり、平成27年版「少子化
社会対策白書」では、我が
国の少子化の現状を国勢
調査の結果を用いて分析
しています。

4 最近の白書等における分析での利用

人口推計
《目的》国勢調査の実施間の時点においての毎月、
　　　 毎年の人口の状況を把握することを目的とする。
《周期》毎月、毎年

●高齢社会白書、少子化社会対策白書及び交通安全
白書（内閣府）等の分析には人口推計の年齢別人口
が利用されています。

１ 最近の白書等における分析での利用

将来推計人口の推計
●将来推計人口の推計には「人口推計」の基準人口
（国勢調査結果の不詳をあん分して含めた人口）の
男女年齢各歳別人口が利用されています。

簡易生命表の作成
●平均余命等を算出するための簡易生命表の作成に
年齢別人口が用いられています。

2 学術研究等への利用

●労働力調査のベンチマークに利用されています。

3 他の統計への利用

住民基本台帳人口移動報告
《目的》市町村長（東京都特別区の区長を含む。）が作成する住民
　　　 基本台帳により、人口の移動状況を明らかにすることを
　　　 目的とする。
《周期》毎月、毎年

●民間の研究機関等で、景気レポート、住宅市場の研究・分析に
住民基本台帳人口移動報告の結果が利用されています。

学術研究等への利用

17.8%
●0～14歳人口の割合が最も高いのは沖縄県（平成22年国勢調査結果）

68.2%
●15～64歳人口の割合が最も高いのは東京都（平成22年国勢調査結果）
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地方公共団体における長期計画等
●地方公共団体における長期総合計画や長期ビジョン、まちづくり計
画などの策定に、男女、年齢、産業、労働力状態・産業・従業上の地
位別の人口等が基礎資料として利用されています。

行政上の計画の策定1

地方における少子・高齢化対策
●都道府県ごとの少子化対策計画（子育て支援プラン）、青少年健全育
成や高齢者対策推進計画、高齢者住宅整備計画の策定に都道府県別
の男女・年齢・配偶関係別人口（高齢者の人口、高齢者の都道府県人口
に占める割合、女性の未婚率）や世帯人員、世帯の家族類型別世帯数
（核家族率や３世代同居率）等が基礎資料として利用されています。

医療・福祉
●都道府県の保健医療福祉計画、健康づくり指針、高齢者保健福祉
計画、介護保険事業支援計画等の策定の基礎資料として年齢別、
就業の状態別人口や世帯の種類、世帯の家族類型、親子の同居
（非同居）別世帯数が利用されています。

少子・高齢化対策、医療・福祉2

地方公共団体における住宅建設計画
●地方公共団体における住生活基本計画、住宅マスタープラン、公営
住宅整備計画策定の基礎資料として住宅の種類・住宅の所有関係、
住宅の床面積、住宅の建て方別の世帯数等が利用されています。

都市、交通
●都市計画策定の基礎資料として都市計画区域内の人口や世帯数
（その増減の推移）が利用されています。
●地域の都市交通計画、生活交通ビジョンや道路整備計画、空港の
利活用や新幹線の開業に伴う並行在来線の需要予測、港湾計画策
定等の基礎資料として常住地又は従業地、通学地による人口や利
用交通手段別の人口が利用されています。

その他
●都道府県における男女共同参画計画策定や市町村合併を検討する
際の基礎資料に利用されています。
●「人口○○人当たりの△△率（数）」（例：人口10万人当たりの病院
の数）といった指標に利用されています。

くらし、生活全般5

地域の防災計画
●地域防災計画、災害応急物資備蓄計画、土砂災害防止、急傾斜地
崩落対策、雪対策、河川対策等の防災に関する計画の策定の対象
となる地域の人口や世帯数が利用されています。

被害予測
●大規模な地震の発生が想定される地域の自治体が策定する被害予
測の基礎資料として人口や世帯数が利用されています。

防災関連4

過疎地域等への対策
●過疎地域、中山間地域、山村、離島などの特定地域の整備・振興を
目指す計画策定の基礎資料や過疎地域・中山間地域に指定するた
めの要件として市町村別の人口、年齢別人口、産業別人口や世帯
数等が利用されています。

産業振興
●地方自治体の産業全般及び農業、水産業、林業・木材産業、畜産
業、中小小売業、観光業、卸売市場整備等の特定の産業の振興計
画の策定や企業誘致プレゼンテーションの基礎資料として労働力
状態、産業・職業別人口等が利用されています。

雇用対策
●都道府県における職業能力開発計画、求職活動援助計画、就労支
援対策等の雇用対策を策定する際の基礎資料として就業の状態、
産業・職業別、従業上の地位別人口等が利用されています。

地域・産業の振興と雇用対策3

5 地方公共団体における利用

住生活基本計画（地域計画）等
●住生活基本計画の地域計画策定や住宅マスター
プラン策定の基礎資料として利用されています。
●高齢社会におけるバリアフリー推進の基礎資料と
して利用されています。
●耐震改修工事の促進計画及び助成制度の検討の
基礎資料として利用されています。
●公営住宅の供給目標量を算出するための基礎資
料として利用されています。

4 地方公共団体における利用

民間企業の経営計画
●商圏分析に基づく出店計画の策定等、マーケティングの基礎資料とし
て利用されています。

将来人口、世帯数の推計
●厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所は国勢調査の結果を利
用して将来人口の推計と世帯数の将来推計を行っています。将来人
口の推計には男女年齢各歳別人口、世帯数の将来推計には世帯主の
男女･年齢５歳階級･家族類型別一般世帯数等が利用されています。

完全生命表の作成
●平均余命等を算出するための完全生命表の作成に年齢別人口が用
いられています。

6 民間企業や学術研究等による利用

標本調査の調査区フレーム
●総務省の労働力調査や家計調査を始め、消費動向調査（内閣府）、
国民生活基礎調査（厚生労働省）等の各府省の統計調査の調査区
フレームに利用されています。

標本設計
●標本調査の調査客体を決定する際、国勢調査の結果を用いて標本
設計が行われています。

他の統計で推計をする際のベンチマーク（指標）
●標本調査で調査結果を推計する際のベンチマーク（指標）に利用さ
れています。

7 他の統計への利用

29.6%
●65歳以上人口の割合が最も高いのは秋田県（平成22年国勢調査結果）

61.5%
●持ち家世帯率の全国平均。最も高いのは富山県の79.2％
（平成25年住宅・土地統計調査結果）

周期

5年

　国民の豊かな住生活の実現を図るため、住宅性能
水準や居住環境水準等についての指標を策定する
ための基礎資料として利用されています。

住生活基本計画（全国計画）
●住生活基本計画（平成23年3月閣議決定）の全国計
画において、安全・安心で豊かな住生活を支える生
活環境の構築、住宅の適正な管理及び再生、多様な
居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整
備、住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安
定の確保に関する目標設定や当該住政策等の計画
的推進のための基礎資料として利用されました。

住生活基本計画1

産業構造審議会
●住環境の改善・魅力ある都市の構築が牽引する経
済成長、住宅に対する潜在需要（住宅の建築時期
別割合）に関する審議の基礎資料として利用され
ています。

税制調査会
●住宅・土地税制に関する審議の基礎資料として利
用されています。

土地利用計画等への利用
●国や地方公共団体の土地利用計画、総合開発計
画、大都市圏に関する整備計画、住宅マスタープ
ラン、公営住宅建設計画、住宅・宅地融資計画など
の企画・立案のための基礎資料や国土交通省地方
整備局による地域ごとの住宅事情の現状の分析や
住宅政策のビジョンを策定する際の基礎資料とし
て利用されています。

審議会等3

1 行政上の施策への利用

●民間支出における家賃の推計に、調査結果から得
られる総床面積と家賃単価が利用されています。

2 国民経済計算の
推計への利用

3 最近の白書等における
分析での利用

空き家等対策の推進に関する
特別措置法

2

●この法律を実施するために定められた、空き家等
に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた
めの基本的な指針において、空き家等の現状を示
すデータとして、全国の総住宅数、総世帯数、空き
家数等のデータが利用されました。

国土交通白書1

●既存住宅流通シェアの分析（推移、国際比較）
●都道府県別の空き家と人口増減率、高齢化率の関
係性の分析

土地白書2

●地価・土地取引等の動向

経済財政白書3

●着工統計の基調的な動きとのかいりに関する分析

首都圏白書4

●住宅及び住環境の整備に係る住宅の築年別分布
状況

厚生労働白書5

●地方移住の促進に係る都道府県別持ち家住宅率
と1人当たり居住室の畳数の分析

5 民間企業や学術研究機関
等による利用

●耐震や防災の観点から見た住宅や都市計画づくり
の研究
●住宅市場の構造に関する研究
●ソーラーシステムの導入、高気密化・高断熱化など
を図った省エネ住宅の研究
●空き家の今後の動向や住環境との相関関係に関
する研究

けん


